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1． はじめに 

 本研究は、総合的自殺対策に資する統合的探索的政

策形成支援モデルの開発をするためのエビデンスを、

公的ミクロデータおよびオープンデータ等を用いた分

析によって得ることを目標としている。本研究の背景

を述べると、2018年の日本における自殺者数は20,598

人（2019年1月現在の速報値）で、近年は減少傾向で

ある。さらに、確定値を参照できる最近5年間（2013

年から2017年まで）を日本全国で見てみると、単調に

減少している。一方で、都道府県（以下「県」という。）

別にみると、2013 年と 2017 年の 2 時点における比較

ではすべての県で減少してはいるが、1 年ごとでは平

均すると9.5県が増加しており、特に、2016年から2017

年は15県で増加していることが確認できる。また、市

区町村（以下「市」という。）別に確認したところ、2013

年と2017年の2時点で478市が増加し、内12市は10

人以上も増加している。 

 自殺対策の過去の経緯をたどると、2006年に自殺対

策基本法が公布（同年施行）された。それに伴い地域

における自殺対策のための基金が設立され、地域にお

ける総合的な自殺対策が推進されてきた。景気の動向

とも関連するが、県における自殺者数の減少は、自殺

対策が様々なカテゴリーで進んだ成果とも考えられる。

しかし一方で、各市においては必ずしも対策が十分に

進んでいるとはいえない。 

 本研究では、市ごとの対策のための統合的探索的政

策形成支援をおこなうため、特に、公開されているオ

ープンデータを、地図やピクトグラム（絵）と組み合

わせることで視覚化し、効果的に利用することを目的

とした。 

 先行研究として、Kubota, et al. 1）は、自殺関連データ

のうち自殺の発見地の指標について検討し、自殺関連

データと産業構造データをリンクして視覚化する方法

を提案した。また、Kubota2）は、日本の代表的な自殺の

名所を含む県において、自殺関連データのうち、住居

地と発見地の比較を検討した。 

 本研究は、上述した2つの先行研究を発展させ、自

殺の発見地の指標についての考察と、自殺関連データ

および産業構造データの視覚化を行った。なお、分析

例として紹介する県については先行研究に合わせ、自

殺の発見地については東京都を、産業構造とのリンク

データの視覚化については香川県を用いた。 
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2． 方法：使用データと環境構築 

 本研究では、（1）自殺関連データ、（2）空間メッシ

ュデータ、（3）産業構造関連データ、（4）地図データ、

（5）ピクトグラムの5種類のデータを用いて集計、可

視化、分析を行った。 

 （1）については、「自殺の統計：地域における自殺

の基礎資料」3）より、A5表（県・自殺日・住居地）を

用いて県別の自殺者数および自殺死亡率を、A7表（市・

自殺日・住居地）およびA8表（市・自殺日・発見地）

を用いて市別の自殺者数と自殺死亡率の住居地および

発見地による集計を、それぞれ2013年から2017年に

おける各年の年確定値を用いて行った。（2）について

は、「モバイル空間統計」4）よりモバイル空間統計500m

メッシュのサマリーデータ（2016年、年平均）を用い

た。メッシュデータと市の領域データの対応をとるた

めに、株式会社ゼンリンジオインテリジェンスより提

供された市にかかるメッシュの面積比のデータを参考

とした。（3）については、地域経済分析システム

（RESAS、Regional Economy and Society Analyzing 

System）5）が提供するAPI を用いて、産業構造におけ

る「事業所単位の従業者数」および農業部門における

「市町村別農業生産額」を利用し、2014年の市の値お

よび順位を使用することとした。（4）については、様々

な国の行政地域マップを提供してるGDAM6）を利用し

た。ただし、日本で作成されたデータではなく、県の

境界が不適合である部分が散見されるので、個別に修

正を施した。また、（5）については、先行研究に従っ

て、「たのしいインフォグラフィック入門」6）を参考に、

それぞれの変数によく合うグラフを選択した。 

 分析は、A）発見地別の市データの指標化、B）地図

による視覚化、C）地図とピクトグラムによる視覚化を

行った。 

分析A）については、（1）の自殺関連データおよび

（2）の空間メッシュデータを利用した。（1）のA8表

は、自殺死亡率として発見地別の 10 万人あたりの自

殺者数を用いている。つまり、この比率は分子が自殺

者数であり、分母が人口（10 万人）である。しかし、

分子が発見地別の自殺者であるのに対して分母がその

発見地における（居住）人口というのは、発見される

という事象を説明するにはふさわしくないと考えた 1）。

そこで、自殺が監視されている、もしくはもう少しゆ

るく人の目につく可能性があることを表現している指

標を作成するため、（2）のメッシュごとの年間平均滞

在人口を使用して、分母の部分を更新することとした。

なお、メッシュは等間隔に規則的に区切られた領域で

あり、市の境界は不規則的な領域であるため、メッシ

ュごとの人口を、面積の重みをつけて市ごとに滞在人

口を算出した（以下「発見地自殺死亡率」という）。ま

た、分析 B）については、コロプレスマップにより地

図を自殺者数や自殺死亡率あるいはその増減で塗り分

けることで、日本全体や各県における市の経時推移や

傾向を捉えることを目標とした。クラス分けについて

は、Rのパッケージ classInt8）の関数を用いて自然なブ

レークもしくはそれに類似したわかりやすい数字を用

いることとした。さらに、分析 C）については、デー

タ視覚化のための JavaScript ライブラリ、D3.js9）を用

い、（3）の地域経済分析システム（RESAS）5）の API

によりデータを取得し、モザイクプロットや地図上に

プロットすることで実現させた。 

3． 結果と考察 

 まず、分析 B）の地図による視覚化について、市ご

とではなく本研究の動機ともなった県別の5年間の結

果を、図1に示す。自殺死亡率の増減をみると、2014

年から 2015 年の岡山県、2015 年から 2016 年の高知

県、和歌山県、福井県、2016年から2017年の三重県、

鳥取県は増加が大きかった。すなわち、日本全国とし

ては減少しているものの、県別にみると増加している

県が少なくないことが示された。 

次に、分析A）の発見地別の市データの指標化につ

いて、kubota et al.1）と対応させ、東京都の市ごとの発見

地自殺死亡率を算出した。さらに、分析 B）を行い、

図2に示す通り、地図により視覚化した。A8表として

提供されている住居地を分母とした自殺死亡率（図 2

中央）では、港区や中央区は下から2番目のクラスに

属している。しかし、発見地自殺死亡率では、上から

3 番目のクラス、すなわち値の低いクラスに属してい

た。従って、自殺の発見場所に関連した自殺死亡率と

いう意味では、発見地別自殺死亡率は、実感に近い分
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布となっていることが確認された。なお、各自殺死亡

率を 4 つのクラスに分ける基準は、R のパッケージ

classIntによる自然なブレークとした。 

また、香川県における2013年から2017年の各年の

市ごとの原因動機別自殺者数のうち、家庭問題と健康

問題についてコロプレスマップにより描画し、図3に

示した。クラスについては0を含めて5つとし、すべ

ての市において自然なブレークで計算された値をもと

に、固定したクラスに分けた。香川県では、高松市の

自殺者数が最も多く、また 2015 年までは減少してい

たものの 2016 年に増加している。図 3 をもとにさら

に詳細に分析すると、左の5枚を比較すると、家庭問

題が2016年に増加していることがわかる。一方、右の

5 枚を比較すると、健康問題が（大きく）増加してい

るとは言えない。すなわち、2016年に高松市で自殺が

増加したのは、家庭問題による自殺であると言える。 

最後に、分析 C）によって描画したマップのうち、

香川県の画面のハードコピーを図4に示す。香川県の

中心部である高松市や丸亀市は、卸売業・小売業（カ

ートのピクトグラム）や医療・介護（聴診器のピクト

グラム）に従事する事業所別従業員数が多く、一方、

地方部である三豊市、観音寺市、東かがわ市は製造業

に従事する従業員が多い。原因動機別自殺者数では、

中心部は経済・生活問題、地方部は家族関係が多い。

図1 県別自殺者数・自殺死亡率の増減 
（上段：自殺者数、下段：自殺死亡率 

左から順に、2013年から2014年、2014年から2015年、2015年から2016年、2016年から2017年） 

図2 東京都における自殺死亡率 
（左から、自殺死亡率（住居地）、自殺死亡率（発見地）、発見地自殺死亡率） 
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すなわち、図4は産業構造と自殺の原因動機との相関

の一端を視覚化しており、香川県は、卸売業・小売業

が盛んなエリアにおいて経済・生活問題の自殺者数が

多いと言える。

  

図3 香川県における市ごとの原因動機別自殺者数 
（左側：家庭問題，右側：健康問題 

それぞれの問題において、2013年（左上）、2014年（右上）、2015年（中左）、2016年（中右）、2017年および凡例（下段）） 

図4 香川県における市ごとの産業構造（左）と原因動機別の自殺者数（右）を描画した画面のハードコピー 
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4． まとめと今後の展望 

 本研究では、第一に、発見地別の自殺死亡率をより

実際にそった指標にするために、空間メッシュ統計を

利活用し、さらにそれらを地図にクラス分けして描画

することで視覚化した。今後の展望としては、本研究

を全国47都道府県にて展開することを検討している。

ただし、本研究での指標化にあたり分母として使用し

た滞在人口の計算については、昼夜間人口比率等を使

用することによって簡易的に作成することを検討して

いく予定である。 

 第二に、自殺者数、自殺死亡率、原因動機別自殺者

数を、県別、市別に視覚化した。表示する結果が地図

と対応しているため、自治体等の当事者に、直観的で

わかりやすい資料を提供することが可能である。さら

に、経年変化などをとらえることも可能であるといえ

る。今後の展望としては、全国47都道府県にて展開す

ることを検討している。 

 第三に、産業構造および農業構造と原因動機別自殺

者数の比較を視覚化した。地図のみではなくピクトグ

ラム、すなわちそれぞれの事象に対応した直観的な絵

と対応させることで、より容易に関係を発見すること

が可能となった。ただし、視覚化だけではその関係性

が単なる相関なのか、もしくは因果関係なのかを判断

できないため、さらなる分析が必要である。今後の展

望としては、これらの関係を決定木分析等で検討する

ため、現在準備を進めている公的ミクロデータ（国民

生活基礎調査、社会生活基本調査等）を取得して分析

する予定である。 

 本稿で示した視覚化した地図を、自治体、特に市の

関係当事者に閲覧可能にすることによって、これまで

のトップダウンの自殺総合対策、すなわち上からの命

令で強制的に行うのではなく、コミュニティー・エン

ゲージメントの考え方をもとに、自治体が主体的に地

域自殺対策計画を策定する際の一助となれば幸いであ

る。そのためにも、本研究を47都道府県で早急に展開

し、報告していきたい。 
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